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　次に、歳出の主な施策について説明します。

１　働きやすさ・住みやすさを醸成させるまちづくり

１-１　道路網の整備

　道路は、市民生活と産業活動を支えるとともに、

災害時には避難路ともなる重要な都市基盤です。そ

の整備にあたっては、ユニバーサルデザインを考慮

し、老若男女、すべての人たちにとって安全であり、

加えて環境や防災に配慮することが肝要です。

　道路整備には莫大な費用と期間が必要となります

が、国はガソリン税や軽油税など道路整備を目的と

する特別な財源（道路特定財源）を一般財源化する

方針を示し、東海環状自動車道など、道路整備事業

の更なる遅延が危惧されます。

　平成18年度の国県事業としては、国道421号石榑

峠のトンネル工事が平成21年度の完成をめざし始め

られました。県道南濃北勢線は飯倉地内のバイパス

工事と橋梁上部工事が予定されていますが、阿下喜

小学校付近は交通安全対策での懸案事項が残され、

引き続き県と協議を続けます。また、国道365号員

弁バイパスの大泉橋から東員町南大社間と県道東貝

野南中津原丹生川停車場線の東貝野から鼓の間のバ

イパス工事も着々と進められています。

　県営農免道路丹生川中地区は、市道丹生川竹永線

から国道306号間の工事が始まり、全線の完成は平

成20年度を予定しています。

　市道については、国庫補助を受けた継続事業とし

て三里駅から国道365号バイパスまでの大安・員弁

連絡道路、県道北勢多度線から阿下喜駅へのバイパ

ス道路、貝野分校跡から西貝野への橋梁を含む通学

道路、丹生川久下と中山を結ぶ下青川橋、日内と市

場を結ぶ藤原大橋及び阿下喜と石川（太平洋セメン

ト藤原工場付近）を結ぶ前川線の整備を計画し、新

規事業として大安中学校から三里駅方面への通学路

拡幅工事を予定

しています。

　また、国道

365号バイパス

からいなべ総合

学園までの橋梁

整備の早期着工

を、合併時の約

束として、県に

対し強く要望し

ていくとともに、

第二名神高速道路、東海環状自動車道につきまして

も、引き続き各関係機関と協働して事業化に向けた

要望活動を進め、早期着工を実現させたいと考えま

す。

１-２　コミュニティバスの導入

　多くの市民は移動に自動車を利用されています。

しかし、市民の15％は運転免許証をお持ちではなく、

高齢化の進行とともに、この率は今後も増加が予想

され、買い物や通院など「生活の足」としての交通

網整備が必要です。

　そこで、市内全域展開を目標に、コミュニティバ

スの整備を進めます。コミュニティバスの運賃は一

律100円で、平成18年度は員弁町で実証実験運行を

行い、気軽に利用でき、親しみやすい、身近なバス

をめざします。

　コミュニティバスについては、市民のみなさんか

ら大きな期待をいただいておりますが、一方で大き

な財政負担をもたらさないようにすることが肝要で

す。それには多くの市民のみなさんがまず利用して

いただきますよう、また地域企業のみなさんには、

広告・協賛などご支援いただきますようにお願いし

ます。

１-３　北勢線の利用促進

　鉄道は自動車社会の進展により全国的に利用者が

減少し、各地で廃線を余儀なくされています。しか

し交通渋滞もなく、排気ガスも出ない鉄道は「目的

地まで正確な時間で到着でき、しかも環境にやさし

い」乗り物であり、子どもや高齢者など、車を運転

できない方でも利用できる便利な移動手段です。

　北勢線は地域住民の大切な足として、市民・三岐

鉄道・沿線市町と力を合わせて整備を進め、市とし

ては駐車・駐輪場整備やPR看板の設置、コミュニテ

ィサイクル事業などを展開してきました。おかげさ

まで平成17年度には、利用者の減少傾向が反転し、

対前年度比で10％の収入増が見込めるまでになりま

した。しかし、未だ赤字状態にあり、引き続き利用

促進が必要です。

　平成18年度は、旧大泉東駅の桑名方面のカーブを

緩やかにする工事など従来の北勢線高速化に加え、

西桑名駅移設、冷房車両導入などを三岐鉄道が整備

し、また市事業のコミュニティバスと連動させ、ス

ムーズな乗り継ぎによる利便性を向上させ、利用者

数アップをめざします。

　市民のみなさんの一層のご利用をお願いします。

１-４　水道の充実

　人が生きていくために必要不可欠な「水」は、重

要なライフラインの１つです。本市は地下水など、

豊かで良質の水源に恵まれ、渇水期でも節水するこ

となく、安定した水を供給しています。今後とも、

水源地の適切な管理や汚染からの保護に努め、また

災害時の給水体制を強化し、安全で安心なおいしい

水の安定供給に取り組んでいきます。

　しかしながら水道会計は、昨年同様に厳しい状況

にあり、一般会計から４億５千万円の補てんを見込

んでいます。経費削減や施設管理の合理化などの経

営努力を続けるとともに、一般会計からの繰り入れ

に頼ることなく事業を継続できるような、水道料金

の見直しを含めた抜本的な対策を、市民のみなさん

と協議、検討し、水道会計の健全化をめざします。

１-５　下水道の普及

　平成16年から平成18年にかけて国全体で概ね4兆

円にのぼる国庫補助金の廃止・縮減が実施され、国

の下水道予算も平成18年度予算で、前年度比5％減

が示されており、全国の下水道整備促進を鈍らせる

要因になりつつあります。

　幸い、本市の下水道整備率は平成17年度末予定で

94％（県内市で第1位）を誇り、建設工事もほぼ終

了に近い状況です。平成18年度は阿下喜地区の国道

306号沿い、大貝戸地区などを整備し、下水道整備

率97％をめざします。

　しかし、下水道事業は、その建設工事費の多くを

起債で賄ってきたため、毎年約10億円を20年間返

済していかなければならない厳しい状況にあります。

平成18年度下水道会計では、返済金を11億円、一

般会計からの繰入金10億円を計上しています。料金

体系の見直しも含め抜本的な対策が必要です。

１-６　情報化の推進

　現在、スポーツ施設の予約や図書の検索など、パ

ソコンを通じた住民サービス（電子自治体）が全国

で広がりつつあります。本市でも、統合型地理情報

システムやホームページ、携帯電話への情報配信と

いった、市役所内部や市民のみなさんとの情報交換

のシステム構築に力を注いできました。このような

取り組みが評価され、日経BP社による｢第1回自治体

の情報システムに関する実態調査｣で、全国28位、

県内1位という高い評価をいただきました。

　しかし、情報化を推進する一方で、個人情報を適

切に取り扱うことが求められており、総合窓口課で

住民票などの証明書を発行する際も、個人情報の取

り扱いには細心の注意を払っています。また、パソ

コンや文書の適切な保管、不正アクセス防止のため

の情報セキュリティ対策を定め、情報化による住民

サービスの利便性向上と「情報資産」の適正管理に

努めます。
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